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○　土地や建物をお売りになった場合の譲渡所得の申告は、「申告書第一表、第二表」及び「申告書第三表（分
離課税用）」の申告書用紙で行います。
○　この冊子は、「令和６年分所得税及び復興特別所得税の確定申告の手引き」（国税庁ホームページ【https://

www.nta.go.jp】からダウンロードできます。）と併せてご覧ください。
○　この冊子では、「令和６年分における所得税額の特別控除」を「定額減税」といいます。
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振替納税について

　申告所得税及び復興特別所得税の振替納税を新規にご利用される方は、令和７年３月 17日（月）までに「預
貯金口座振替依頼書兼納付書送付依頼書」を e-Taxを利用してオンライン提出するか、国税庁ホームページか
らダウンロード又は「令和６年分所得税及び復興特別所得税の確定申告の手引き」の 45ページを手引きから
切り離し、必要事項を記入のうえ、所轄税務署又は利用される金融機関へ提出してください（内部事務のセン
ター化の対象となる税務署に郵送で提出する場合は、業務センター宛に送付してください。）。
　なお、e-Taxを利用して提出する場合の手続方法は、国税庁ホームページの「振替依頼書オンライン提出の
流れ」をご覧ください。

「財産債務調書」・「国外財産調書」の提出について

○　次の１又は２に該当する方は、保有する財産の種類、数量及び価額並びに債務の金額その他必要な事項を
記載した「財産債務調書」を、令和７年６月 30 日（月）までに、所得税の納税地等の所轄税務署に提出し
なければなりません。
　１�　確定申告が必要な方又は一定の還付申告書を提出することができる方で、令和６年分の退職所得を除く
各種所得金額の合計額が 2,000 万円を超え、かつ、令和６年 12 月 31 日においてその価額の合計額が３億
円以上の財産又はその価額の合計額が１億円以上の国外転出特例対象財産を有する方

　２　令和６年 12 月 31 日においてその価額の合計額が 10 億円以上の財産を有する居住者の方

○�　居住者の方（非永住者の方を除きます。）で、令和６年 12 月 31 日においてその価額の合計額が 5,000 万
円を超える国外財産を有する方は、その国外財産の種類、数量及び価額その他必要な事項を記載した「国外
財産調書」を、令和７年６月 30 日（月）までに、住所地等の所轄税務署に提出しなければなりません。

※��　一定の財産については調書への記載が不要と
なる場合などがあります。詳しくは、国税庁ホ
ームページの「財産債務調書制度に関するお知
らせ」及び「国外財産調書制度に関するお知らせ」
をご覧ください。

▷�財産債務調書制度に
関するお知らせ

▷�国外財産調書制度に
関するお知らせ
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https://www.nta.go.jp/publication/pamph/hotei/zaisan_saimu/index.htm
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/hotei/kokugai_zaisan/index.htm



